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連結株主資本等変動計算書
　

（2018
2019

年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2018年７月１日残高 405,900 604,430 6,995,293 △133,791 7,871,833
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 － － △164,551 － △164,551
親会社株主に帰属
する当期純利益 － － 472,715 － 472,715

自己株式の取得 － － － △133 △133
株主資本以外の
項目の連結会計
年度中の変動額
（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の
変動額合計 － － 308,163 △133 308,029

2019年６月30日残高 405,900 604,430 7,303,457 △133,924 8,179,863
　

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括利
益累計額合計

2018年７月１日残高 31,696 216,112 247,809 8,119,643
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 － － － △164,551
親会社株主に帰属
する当期純利益 － － － 472,715

自己株式の取得 － － － △133
株主資本以外の
項目の連結会計
年度中の変動額
（純額）

△33,677 74,235 40,558 40,558

連結会計年度中の
変動額合計 △33,677 74,235 40,558 348,588

2019年６月30日残高 △1,980 290,348 288,368 8,468,231
　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 ６社
連結子会社の名称
株式会社三ツ知製作所、株式会社三ツ知部品工業、株式会社三ツ知春日井、
Thai Mitchi Corporation Ltd.、Mitsuchi Corporation of America、
三之知通用零部件（蘇州）有限公司

② 非連結子会社の名称等
　該当ありません。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の非連結子会社
　該当ありません。

② 持分法を適用していない非連結子会社の名称等
　該当ありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連 結 子 会 社 の う ち Thai Mitchi Corporation Ltd. 及 び Mitsuchi Corporation of
Americaの決算日は３月31日、三之知通用零部件（蘇州）有限公司の決算日は12月31日で
あります。連結計算書類の作成にあたっては、３月31日現在の計算書類又は仮決算により
作成した計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しております。）

時価のないもの……移動平均法に基づく原価法
たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、
仕掛品、原材料

……月次総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯 蔵 品……最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

……定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３年～50年
機械及び装置 ２年～10年

無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

……定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づいております。

リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採
用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金……従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額
に基づき当連結会計年度負担額を計上しております。

役 員 賞 与 引 当 金……役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に
基づき当連結会計年度負担額を計上しております。

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に
基づく期末要支給額を計上しております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。
なお、在外連結子会社の資産及び負債は、各社の決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における
為替換算調整勘定に含めて計上しております。

（6）のれんの償却方法及び期間
のれんの償却については、７年間の定額法により償却を行っております。

（7）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
当社及び国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付
に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。
② 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっております。
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２．表示方法の変更に関する注記
(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用)
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）
に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成
30年３月26日）を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に
表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

　連結損益計算書
前連結会計年度において区分掲記しておりました「助成金収入」（当連結会計年度11,429
千円）及び「固定資産売却益」（当連結会計年度5,774千円）については、金額が僅少とな
ったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。

３．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 5,177,577千円
　
(2) 連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形等の会計処理については、当連結会計年度末日が金融機関の
休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末
日満期手形等の金額は、次のとおりであります。
受取手形 39,446千円
電子記録債権 4,507千円
支払手形 49,652千円
電子記録債務 201,397千円

　
（3）偶発債務

当社は、外注先でありました豊明樹脂工業有限会社より、プラスチック成型加工に関す
る損害賠償請求訴訟（損害賠償請求金額50,149千円 訴状受領日 2018年１月23日）を
受け、現在係争中であります。
当社としては債務は無いものと考えており、当該訴訟に対して弁護士と協議の上、法廷
で適切に対応しております。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 2,652,020株
（2）配当に関する事項
① 配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2018年９月27日
定時株主総会 普通株式 88,605 35 2018年６月30日 2018年９月28日

2019年１月31日
取締役会 普通株式 75,946 30 2018年12月31日 2019年３月８日

　

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
2019年９月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次
のとおり提案しております。
①配当金の総額 88,603千円
②１株当たり配当金 35円
③基準日 2019年６月30日
④効力発生日 2019年９月27日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については短期的な預金等で運用し、また、資金調達については、主
に金融機関からの借入による方針であります。デリバティブ取引については、外貨建債権
債務等及び借入金の残高の範囲内で個別的に利用することとしており、投機的な取引は行
わない方針であります。
② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお
りますが、当該リスクに関しましては、社内規定に従い、営業部門が取引先の状況をモニ
タリングするほか、管理部門も入金・残高管理を行うことで、回収懸念の早期把握やリス
クの軽減を図っております。また、外貨建債権については、為替の変動リスクに晒されて
おりますが、管理部門が残高管理を行い、定期的に管理担当取締役に対し報告しておりま
す。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有
する企業の株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握してお
ります。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほとんど１年以内の支払期日で
あります。また、借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に
設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。
③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2019年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが困難と認められるものは、次表に含めて
おりません（（注）２参照）。

　

連結貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)
① 現 金 及 び 預 金 3,965,980 3,965,980 －
② 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 2,240,598 2,240,598 －
③ 電 子 記 録 債 権 920,497 920,497 －
④ 投 資 有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券 138,000 138,000 －

資 産 計 7,265,077 7,265,077 －
① 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,425,522 1,425,522 －
② 電 子 記 録 債 務 696,845 696,845 －
③ 未 払 法 人 税 等 115,854 115,854 －
④ 社 債
（１年内償還予定の社債を含む） 1,001,800 1,009,636 7,836

⑤ 長 期 借 入 金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） 2,877,791 2,881,715 3,924

⑥ リ ー ス 債 務 130,404 130,622 218
負 債 計 6,248,218 6,260,196 11,978

　

※リース債務は流動負債、固定負債の合計額であります。
　

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資 産
①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③電子記録債権
短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

④投資有価証券
株式については、主として取引所の価格によっております。

負 債
①支払手形及び買掛金、②電子記録債務、③未払法人税等
短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

④社債（１年内償還予定の社債を含む）
元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値
により算定しております。

⑤長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）、⑥リース債務
元利金の合計額を同様の新規借入金又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引
いた現在価値により算定しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区 分 連結貸借対照表計上額(千円)
非上場株式 31,397

　
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「④投資有
価証券 その他有価証券」には含めておりません。

　
６．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 3,345円12銭
（2）１株当たり当期純利益 186円73銭

７．重要な後発事象に関する注記
(連結子会社の吸収合併について)
当社は、2019年１月31日開催の取締役会において、当社の連結子会社であります株式会
社三ツ知春日井を吸収合併することを決議し、同日付けで合併契約書を締結いたしました。
この契約に基づき、当社は2019年７月１日付で株式会社三ツ知春日井を吸収合併いたしまし
た。
(1) 取引の概要
① 被合併企業の名称及び事業の内容
被結合企業の名称 株式会社三ツ知春日井
事業の内容 自動車部品等の製造・販売

② 企業結合日
2019年７月１日

③ 企業結合の法的形式
当社を存続会社とし、株式会社三ツ知春日井を消滅会社とする吸収合併方式

④ 結合後企業の名称
株式会社三ツ知

⑤ その他取引の概要に関する事項
株式会社三ツ知春日井は、2011年12月１日に当社グループの冷間鍛造技術力及び、製
造・販売基盤の強化を図るため、ＴＲＷオートモーティブジャパン株式会社からの株式
譲渡により設立された当社の完全子会社であります。当社は、2017年１月に本社機能
を名古屋市守山区から工場がある愛知県春日井市に移転し、工場と一体となって効率化
を進めてまいりましたが、経営資源の集約・効率的な組織運営を図ることを目的とし
て、株式会社三ツ知春日井を吸収合併することといたしました。

(2) 実施する会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成31年１月16日）及び「企業結
合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平
成31年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行う予定であります。
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株主資本等変動計算書
　

（2018
2019

年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

2018年７月１日残高 405,900 602,927 1,502 604,430 12,500 3,151,000 1,169,504 4,333,004
事業年度中の変動額
剰余金の配当 － － － － － － △164,551 △164,551
当期純損失 － － － － － － △116,211 △116,211
自己株式の取得 － － － － － － － －
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額
合計 － － － － － － △280,763 △280,763

2019年６月30日残高 405,900 602,927 1,502 604,430 12,500 3,151,000 888,740 4,052,240
　

株主資本 評価・換算差額等
純資産
合計自己株式 株主資本

合計

その他
有価証券
評価
差額金

評価・
換算
差額等
合計

2018年７月１日残高 △133,791 5,209,543 32,654 32,654 5,242,197
事業年度中の変動額
剰余金の配当 － △164,551 － － △164,551
当期純損失 － △116,211 － － △116,211
自己株式の取得 △133 △133 － － △133
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

－ － △32,947 △32,947 △32,947

事業年度中の変動額
合計 △133 △280,897 △32,947 △32,947 △313,844

2019年６月30日残高 △133,924 4,928,646 △293 △293 4,928,352
　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式、関連会社株式及び関連会社出資金……移動平均法に基づく原価法
そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の……決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定しております。）

時 価 の な い も の……移動平均法に基づく原価法
② たな卸資産の評価基準及び評価方法
商 品 及 び 製 品、
仕 掛 品、 原 材 料

……月次総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯 蔵 品……最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産……定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３年～38年
機械及び装置 ７年～９年

無 形 固 定 資 産……定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づいております。

（3）引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

役 員 賞 与 引 当 金……役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額
に基づき当期負担額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程
に基づく期末要支給額を計上しております。
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（4）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっております。

　
２．表示方法の変更に関する注記
(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用)
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）
に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成
30年３月26日）を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示
し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

　損益計算書
前事業年度において「その他」に含めておりました「保険解約返戻金」（前事業年度
14,413千円）については、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記してお
ります。

３．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 648,181千円
　
（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記は除く）

短 期 金 銭 債 権 710,375千円
短 期 金 銭 債 務 947,916千円

　
(3) 事業年度末日満期手形

事業年度末日満期手形等の会計処理については、当事業年度末日が金融機関の休日でした
が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当事業年度末日満期手形等の金
額は、次のとおりであります。
受取手形 39,446千円
電子記録債権 4,507千円
支払手形 48,342千円
電子記録債務 201,397千円
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（4）保証債務
Thai Mitchi Corporation Ltd.（リース債務） 49,948千円
Mitsuchi Corporation of America（借入債務） 115,272千円

合 計 165,220千円
　
（5）偶発債務

当社は、外注先でありました豊明樹脂工業有限会社より、プラスチック成型加工に関す
る損害賠償請求訴訟（損害賠償請求金額50,149千円 訴状受領日 2018年１月23日）を
受け、現在係争中であります。
当社としては債務は無いものと考えており、当該訴訟に対して弁護士と協議の上、法廷
で適切に対応しております。

　
４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
売 上 高 1,358,819千円
仕 入 高 6,104,586千円
そ の 他 の 営 業 取 引 56,778千円
営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 167,281千円

　
５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 120,503株
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
た な 卸 資 産 評 価 損 6,971千円
未 払 事 業 税 等 4,341千円
未 払 費 用 830千円
未 払 事 業 所 税 732千円
減 損 損 失 2,027千円
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 13,545千円
退 職 給 付 引 当 金 1,210千円
貸 倒 引 当 金 67千円
繰 越 欠 損 金 13,548千円
そ の 他 5,066千円

小 計 48,340千円
評 価 性 引 当 額 △3,588千円
繰 延 税 金 負 債 と 相 殺 △3,564千円

合 計 41,187千円
繰 延 税 金 資 産 合 計 41,187千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △3,521千円
そ の 他 △43千円

小 計 △3,564千円
繰 延 税 金 資 産 と 相 殺 3,564千円

合 計 －千円
繰 延 税 金 負 債 合 計 －千円
差引:繰延税金資産(負債)の純額 41,187千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

　

属性 会社等
の名称 所在地

資本金
又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会
社

株式会社三
ツ知製作所

三重県
松阪市

10,000
千円

自 動 車 部
品、 自 動
車 用 カ ス
タ ム フ ァ
ス ナ ー の
製 造、 販
売

所有
直接100.0

役員の兼任
当社製品の製造
設備の賃貸

原 材 料、
製 品 の 仕
入 及 び 製
品 の 加 工
(注)１

1,945,486

支払手形 149,143

電子記録
債務 143,927

買掛金 176,137

子会
社

株式会社三
ツ知部品工
業

愛知県
春 日 井
市

10,000
千円

自 動 車 部
品の製造、
販売

所有
直接100.0

役員の兼任
当社製品の製造
設備の賃貸借

原 材 料、
製 品 の 仕
入 及 び 製
品 の 加 工
(注)１

534,299
未収入金 150,269

買掛金 98,614

子会
社

株式会社三
ツ知春日井

愛知県
春 日 井
市

50,000
千円

自 動 車 部
品、 自 動
車 用 カ ス
タ ム フ ァ
ス ナ ー の
製 造、 販
売

所有
直接100.0

役員の兼任
当社製品の製造、
販売
設備の賃貸借
資金の貸付

製 品 の 仕
入 及 び 製
品 の 加 工
(注)１

3,595,192
未収入金 159,391

買掛金 365,646

資 金 の 貸
付(注)２ ―

１年内回収
予定の関係
会社長期
貸付金

771,270

子会
社

Thai Mitchi
Corporation
Ltd.

タイ国
パ ト ム
タニ県

100,000
千THB

自 動 車 部
品、 自 動
車 用 カ ス
タ ム フ ァ
ス ナ ー の
製 造、 販
売

所有
直接50.0
間接50.0

役員の兼任
当社製品の製造、
販売
設備の賃貸
債務の保証

製 品 の 販
売 及 び ロ
イ ヤ リ テ
ィ ー 収 入
(注)１

614,789 売掛金 169,028

債 務 保 証
(注)３ 49,948 ― ―

子会
社

Mitsuchi
Corporation
of America

米 国 テ
ネ シ ー
州

5,037
千US$

自 動 車 部
品、 自 動
車 用 カ ス
タ ム フ ァ
ス ナ ー の
製 造、 販
売

所有
直接88.3
間接11.7

役員の兼任
当社製品の製造、
販売
設備の賃貸
債務の保証

製 品 の 販
売 及 び ロ
イ ヤ リ テ
ィ ー 収 入
(注)１

566,607 売掛金 178,562

債 務 保 証
(注)４ 115,272 ― ―

子会
社

三之知通用
零部件(蘇州)
有限公司

中 国 江
蘇省

6,400
千US$

自 動 車 部
品、 自 動
車 用 カ ス
タ ム フ ァ
ス ナ ー の
製 造、 販
売

所有
直接100.0

役員の兼任
当社製品の製造、
販売

製 品 の 販
売 及 び ロ
イ ヤ リ テ
ィ ー 収 入
(注)１

177,423 売掛金 41,712
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取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．取引条件については、市場価格等を勘案して、価格交渉の上で決定しております。

各社とのロイヤリティー取引については、両社が協議して決定した契約上の料率に基づき受け取っ
ております。

２．株式会社三ツ知春日井に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。
３．Thai Mitchi Corporation Ltd.に対する債務保証は、リース債務につき実施したものであります。
なお、保証料は受け入れておりません。

４．Mitsuchi Corporation of Americaに対する債務保証は、借入債務につき実施したものでありま
す。なお、保証料は受け入れておりません。

５．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　
８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,946円80銭
（2）１株当たり当期純損失 45円91銭

９．重要な後発事象に関する注記
連結注記表の「７．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注
記を省略しております。
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